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３　雇用確保措置の義務化後の高年齢労働者の動向
 　常用労働者数の推移
　　・　60歳～64歳の常用労働者数は7.7万人（51人以上規模の企業で、雇用確保措置の義務化前(平成17年)に比較して、4万3千人から2.8万人の増加（65.1％の増加））
　　・　65歳以上の常用労働者数は3万9千人（51人以上規模の企業で、雇用確保措置の義務化前(平成17年)に比較して、1万6千人から2万0千人の増加（125％の増加））と、大幅に増加している（別紙表６）。

定年到達予定者のうち継続雇用予定者の動向
定年到達予定者のうち継続雇用される予定の者の数（割合）は1万5千人（70.9％）（51人以上規模の企業で1万4千人（70.2％）と、雇用確保措置の義務化前（平成17年）に比較して大幅に増加（別紙表７）。
４　今後の取組

(1) 雇用確保措置の定着に向けた取組
　　  51人以上の規模の企業における雇用確保措置は着実に進展しているが、51人以上の未実施企業が113社あり、新たに調査対象とした31～50人規模の企業についても未実施企業が108社あることから、引き続き、各都道府県労働局、ハローワークによる個別指導を強力に実施し、早期解消を図る。

　　　　　
　(2)　希望者全員が65歳まで働ける企業の普及
　　平成25年度には、年金の支給開始年齢の定額部分が65歳に引き上げられ、報酬比例部分の引上げが始まることも踏まえ、60歳代前半の雇用確保を図るため、希望者全員が65歳まで働ける制度の導入に取り組んでもらうよう、企業に積極的に働きかけを行う。
　(3)  「70歳まで働ける企業」の普及・啓発
　　  少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の減少、団塊世代の65歳への到達等を踏まえ、年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け、「定年引上げ等奨励金」の活用等により、65歳までの雇用確保を基盤として「70歳まで働ける企業」の普及・啓発に取り組む。
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		雇用確保措置を実施した企業の割合 コヨウカクホソチジッシキギョウワリアイ

				全企業（31人以上） ゼンキギョウニンイジョウ		全企業（51人以上） ゼンキギョウニンイジョウ		31～300人 ニン		51～300人 ニン		301人以上 ニンイジョウ

		平成21年 ヘイセイネン		96.4%		97.4%		96.0%		97.0%		99.6%

		平成20年 ヘイセイネン				95.7%				95.0%		99.7%

		平成19年 ヘイセイネン				90.5%				89.1%		98.0%

		平成18年 ヘイセイネン				73.7%				71.2%		87.9%

		雇用確保措置の上限年齢 コヨウカクホソチジョウゲンネンレイ

				65歳以上 サイイジョウ		63～64歳
（H18は62～64歳） サイサイ

		平成21年
（31人以上） ヘイセイネンニンイジョウ		87.6%		12.4%

		平成21年
（51人以上） ヘイセイネン		86.2%		13.8%

		平成20年
（51人以上） ヘイセイネン		79.5%		20.5%

		平成19年
（51人以上） ヘイセイネン		75.7%		24.3%

		平成18年
（51人以上） ヘイセイネン		73.5%		26.5%

		雇用確保措置の内訳 コヨウカクホソチウチワケ

				定年の定めの廃止 テイネンサダハイシ		定年の引上げ テイネンヒア		継続雇用制度の導入 ケイゾクコヨウセイドドウニュウ

		平成21年
（31人以上） ヘイセイネンニンイジョウ		2.6%		16.0%		81.4%

		平成21年
（51人以上） ヘイセイネン		2.1%		14.0%		83.9%

		平成20年
（51人以上） ヘイセイネン		2.4%		13.6%		83.9%

		平成19年
（51人以上） ヘイセイネン		2.3%		13.3%		84.5%

		平成18年
（51人以上） ヘイセイネン		2.4%		16.1%		81.5%

		継続雇用制度の内訳 ケイゾクコヨウセイドウチワケ

				希望者全員 キボウシャゼンイン		基準設定・労使協定 キジュンセッテイロウシキョウテイ		基準設定・就業規則 キジュンセッテイシュウギョウキソク

		平成21年
（31人以上） ヘイセイネンニンイジョウ		40.9%		48.3%		10.8%

		平成21年
（51人以上） ヘイセイネン		38.1%		52.0%		9.9%

		平成20年
（51人以上） ヘイセイネン		38.9%		51.0%		10.1%

		平成19年
（51人以上） ヘイセイネン		40.2%		52.2%		7.6%

		平成18年
（51人以上） ヘイセイネン		44.4%		48.1%		7.5%

		年齢別常用労働者数 ネンレイベツジョウヨウロウドウシャスウ

				平成17年 ヘイセイネン		平成18年 ヘイセイネン		平成19年 ヘイセイネン		平成20年 ヘイセイネン		平成21年 ヘイセイネン

		60歳～64歳 サイサイ		42		45		52		63		71

		65歳以上 サイイジョウ		16		20		24		30		36

		希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の割合 キボウシャゼンインサイイジョウハタラキギョウワリアイ

				定年の定めの廃止 テイネンサダハイシ		65歳以上の定年の定め サイイジョウテイネンサダ		希望者全員の65歳以上までの継続雇用制度の導入 キボウシャゼンインサイイジョウケイゾクコヨウセイドドウニュウ

		31～300人 ニン		2.7%		13.3%		30.8%

		300人以上 ニンイジョウ		0.8%		5.5%		19.4%

		全企業 ゼンキギョウ		2.5%		12.4%		29.5%

		「７０歳まで働ける企業」の割合 サイハタラキギョウワリアイ

				定年の定めの廃止 テイネンサダハイシ		70歳以上の定年の定め サイイジョウテイネンサダ		希望者全員の70歳以上までの継続雇用制度の導入 キボウシャゼンインサイイジョウケイゾクコヨウセイドドウニュウ		基準該当者の70歳以上までの継続雇用制度の導入 キジュンガイトウシャサイイジョウケイゾクコヨウセイドドウニュウ		その他の何らかの仕組みで70歳以上まで働ける制度の導入 タナンシクサイイジョウハタラセイドドウニュウ

		31～300人 ニン		2.7%		0.4%		3.0%		7.5%		3.5%

		300人以上 ニンイジョウ		0.8%		0.1%		1.4%		5.4%		3.1%

		全企業 ゼンキギョウ		2.5%		0.3%		2.9%		7.3%		3.5%






